技術専門委員会委員の意見への対応
	
	No.
	意見
	対応
	備考

	「安定解析手法の手引き(案)」について
	1
	すべり面の設定について、今回追加調査した表面波探査のVs=180～190m/secを主な判断材料としている印象を受ける。各種調査結果も加味したうえで、設計上のすべり面を設定しているということがわかるように記載すること。


	設計上のすべり面の設定については、表面波探査結果に加え、変状分布、地質調査結果等も考慮の上で設定しており、その状況がわかるように資料を修正した。
	

	
	2
	表面波探査の結果の速度境界は、実際のすべり面になるのか。


	　実際には盛土内の速度境界を不連続面とする変形が発生しているものと考えられ、速度境界が実際のすべり面になるものではないと考えている。資料に記載したすべり面は、設計上想定されるすべり面であり、その旨を資料に記載した。

	

	
	3
	表面波探査によるせん断波速度は、地下水による影響を受けないのか。


	　せん断波（Ｓ波）は物質の剛性を反映する指標のため、剛性のない流体の影響は受けないものと考えられる。
	

	
	4
	動解については、複数の手法により検証するべきではないか。

	１地区について、複数の手法による解析を実施したが、矛盾する結果とはならなかった。
	

	
	5
	浅いすべりに対する水平震度を0.25、安全率1.0として対策をするのは過剰と思われる。浅いすべりは仮に起こったとしても被害程度は小さいので0.15又は0.1程度でいいのではないか。


	　国土交通省の「造成宅地滑動崩落緊急対策事業の運用について」等において、水平震度は0.25とされており、この方針に則って対応する必要があると考えている。
	

	
	6
	今回提案された設計手法（安定解析手法）は、内部摩擦角φ＝15°と設定したうえで地震時の安全率を0.95又は0.80として粘着力ｃを求め、得られたｃに対して常時1.5、地震時1.0を満たすよう対策工を設計するものである。この手法が、災害復旧事業の計算方法よりも合理的である根拠を示すこと。

	　今回提案した手法による計算結果と、災害復旧事業での常時を初期安全率とした逆計算の結果の比較を行ったところ、本手法で求められた必要抑止力は、災害復旧事業の手法で求められる必要抑止力と同程度であることを確認した。

	

	
	7
	今回提案された設計手法（安定解析手法）には一定の合理性がある。

	ご意見を踏まえ、対応していく。
	

	７地区の対策方針等について
	
	8
	深いすべり面と浅いすべり面両方への対策を行う必要があるのか。
	H24年4月に公表された「宅地耐震対策工法選定ガイドライン」において、「盛土全体の崩壊・変形の防止」に加え、「盛土表層の変形」も含めて対策することとされており、両方への対応を行う必要があるものと考えている。

	

	
	
	9
	各宅地単位の小規模崩落に対する対策工は最も安価なアンカー又はロックボルトにするべき。
	今回掲示した対策工は一案であり、経済性の視点も含め今後の詳細設計等の中で、適切な工法を検討していく。

	

	
	
	10
	家屋が密集している場合に採用していない工法について、家屋移転費(家屋撤去費+家屋補償費)を見込んだ場合、どのようになるか。
	　家屋移転費を見込んだ場合、最も安価な固結工を採用したとしても、全体事業費は家屋移転が不要な工法より高額となる。

	

	
	
	11
	宅地内に固結工を用いる場合に、地盤改良した箇所としていない箇所が出来る。このことで、家屋に不同沈下等が発生してしまうのではないか。


	固結工により改良した部分は沈下が生じないが未改良部においては沈下対策が必要な場合があるため、家屋建設時に対応して頂くよう宅地所有者に周知していく。

	

	
	
	12
	固結工をスリット状にしているのは、地下水をダムアップさせないためか。スリットにしても問題はないのか。
	固結工は複合地盤として考えているため、横方向に間隔があいても問題はなく、一般的にも用いられている配置である。


	

	
	
	13
	　家屋が現存している箇所で固結工を行う場所があるようだが、施工は可能か。
	固結工の施工には家屋が支障となる場合があり、住民との調整が必要と考えている。


	

	
	
	14

	復旧のためには多額の費用を必要とする箇所があるようだが、現在の対策方針で適切か。
	　復旧は現地再建を基本としているが、コスト縮減に努めるとともに、多額の費用を要する場合、その妥当性を検討しながら対応していく。

	

	
	
	15
	H23年度検討断面よりすべり面が浅くなっている地区があるが問題はないか。
	せん断波速度に加え、物性の境界により盛土層を分類するなど複数の調査結果により設定している。

	

	
	16
	横ボーリング工で地下水位を下げているのか。
	横ボーリング工を面的に配置することが可能な地区においては、地下水位は低下するものと判断し、安全率で0.05の効果を見込んでいる。他の地区については補助的なものとして位置づけ、効果は見込んでいない。

	

	
	
	17
	薬注によって固結工が施工できないか。薬注であれば施工ヤードは狭小となるのではないか。

	薬注で期待できる設計強度は相対的に小さいとされているため、対応は困難であると想定される。


	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	緑ヶ丘四丁目地区について
	18
	当地区は、地下水位の高い範囲が広い。地下水を下げないことには安全性を確保できない。地下水対策として、集水井や密に暗渠を設置する必要がある。その場合、全体的に更地にして排水工事を行わないと対策効果は期待できない。

	ご意見を踏まえ、B、Dブロックについては、現地再建が難しいと判断し、集団移転対象区域にする。
	

	
	19
	当地区は、地下水位が非常に高く、土質の脆弱な地区であり、盛土内の排水対策が重要である。

Bブロックは、全体的に地下水位が高く、湧水も見られ、常時湿潤状態にあることから、排水対策には限界があり、現地再建にはリスクがある。

	
	

	
	20
	A、C、Eブロックは、当地区の縁辺部の切盛境界部にあり、地下水位が低く、比較的狭い範囲の変形であることから、抑止工などの対策を講じれば、宅地の適切性は確保できる。

ただし、対策工については、抑止工だけでなく、水抜き工についても考慮すること。

	A、C、Eブロックについては、地下水排除工（横ボーリング工や暗渠工等）を計画する。
	

	
	21
	各ブロックの抑止対策の検討においては、周囲のブロックへの影響についても配慮すること。
	AブロックとDブロックの境界部において、Dブロックが動いた場合のAブロックへの影響を考慮し、Aブロックの抑止対策として小口止め工を追加する。

他のブロックについても、ご意見を踏まえ、今後、詳細を検討する。

	

	
	22
	ブロック区分については、被害程度で区分するなど、表現を工夫し、わかりやすい資料を作成する。

	表現を工夫し、資料を修正する。
	


資料４
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